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研究成果の概要（和文）：本研究は「GISと社会」研究において活発に議論されている「ボランタリー地理情報（VGI）
」に着目し、特にOpenStreetMapで整備されている地理空間情報を定量的に把握し、ユーザー参加による情報整備の状
況について研究した。また、地方自治体のオープンデータの事例動向も研究し、参加型GIS研究におけるデータの整備
・流通における課題を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：This study focused on the "volunteered geographic information (VGI)", especially 
quantitatively grasp the information of OpenStreetMap, and research on the status of information 
development through citizen participation. In addition, also case studies trend of open data of the local 
government, it was to clarify the challenges in the development and distribution of data in participatory 
GIS research.

研究分野：地理学
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１．研究開始当初の背景 
 わが国で 2007 年に施行された地理空間情
報活用推進基本法は、地理情報システムの技
術的発展や衛星測位による位置情報取得の
高精度化、さらには情報通信技術の発達を背
景に、地理空間情報の社会における活用に言
及した初めての法律であった。こうした背景
には、GISがもたらす社会への影響力の高ま
りが指摘され、英語圏を中心に 1990 年代初
頭から活発な議論が展開し、現在では「GIS
と社会」研究と総称されている（Nyerges et 
al. 2011）。そしてこのような潮流の最も注目
すべき動向として、地理空間情報をトップダ
ウン型で整備し公開する従来の流れから、市
民参加を中心とするボトムアップ型へ変化
しつつある動向を捉えた「市民参加型 GIS
（PPGIS）」に関する研究（若林・西村 2010）
が 1990年代後半より提起されてきた。 
 他方、Web 技術を始めとする ICT の発達
と世界的普及に伴い、2000 年代以降になる
と、市民参加の枠組みを大きく超え、一般の
人々が情報を相互発信・共有する現象も出現
し始めた。このような Web を活用した新し
いプラットフォームの登場は、地理空間情報
そのものやデータを蓄積・処理・分析するた
めの GISに対しても大きな影響を与えた。こ
れにより、地理空間情報が官公庁による公的
な GIS データセットとして提供される以外
にも、Google Mapsに代表されるWebマッ
プ等を通じて、PPGISが当初想定していた行
政機関の政策的意思決定のみに利用される
のではなく、コミュニティ組織や個人の日常
生活において活用される段階に及んでいる。
それは、個人レベルで有する地理空間情報が、
自発的に Web 上に蓄積・共有される「ボラ
ンタリー地理情報：VGI」という概念として
注目されている（Goodchild 2007）。 
 他方、英語圏では、日本と同様に VGIの実
践的事例および理論化に向けた研究が推進
され、ボトムアップ型の地理空間情報が重視
される一方、既存の地理空間情報（特に公的
機関より提供されているもの）との比較や情
報差異に着目した研究は必ずしも進んでい
ない。これは、VGI研究において空間的精度
（geospatial accuracy）や情報そのものの正
確さを重視してこなかった点が挙げられる
（Sui et al. 2012）。しかし、近年ではスマー
トフォンや携帯型GPSの高性能化を背景に、
個人でも空間的精度の高い地理空間情報が
用意に取得できるようになってきたことや、
使用する際の用途が全く制限されずデータ
を自由に配布・活用可能な「オープンデータ」
が、様々な機関から提供され始めている。し
たがって、現在ではボトムアップ型の地理空
間情報が、従来の専門的かつ高価な地理空間
情報に代わって多くの異なった用途に活用
されつつある。 
  したがって、VGI に代表されるボトムア
ップ型の地理空間情報の特質や既存の地理
空間情報との相違を把握し、総合的に地理空

間情報の品質を評価することは、ボトムアッ
プ型の地理空間情報を社会的に活用する上
で、重要な指針になると考えられる。 
 
２．研究の目的 
 本研究は「GISと社会」の議論において、
その動向が注目されている「ボランタリー地
理情報（VGI）」の実践的事例について複数の
事例から評価し、社会的活用に向けた課題を
明らかにすることを目的とする。特に、VGI
の情報特性（地理空間情報の属性値や空間的
精度等）を、情報共有に用いるWeb技術や
制度についても加味するとともに、近年、地
方自体を中心に取り組まれているオープン
データの事例動向と合わせながら、参加型
GIS研究におけるこれらのデータ整備・流通
を通した課題を明らかにする。 
 
３．研究の方法 
 本研究ではボトムアップ型の地理空間情
報と、既存の地理空間情報の情報特質に関す
る比較を行う。具体的に、日本で VGIに関す
る活動や地理空間情報を蓄積しつつある地
域 を 対 象 に 、 VGI の 代 表 例 で あ る
OpenStreetMap（OSM）と、地方自治体が
整備公開するオープンデータに関する地理
空間情報を取り上げ、(1)OSM の日本におけ
る整備状況を定量的に明らかにし、(2)OSM
を中心とするマッピング活動の防災や観光
における事例を定性的に検討し、(3)地方自治
体が整備するオープンデータの動向を通じ
た VGIの課題を議論する。 
 
４．研究成果 
 日本におけるボランタリー地理情報の特
性について、下記の研究成果が得られた。 
  
(1)OSM の日本での整備状況の把握 
 Web 上で公開されている OSM のデータベー
スを基に、日本における OSM の地理空間デー
タベースの構築状況について検討する。OSM
は Planet.osm と称される全世界のデータセ
ットが.osm（xml）ファイルとして週 1 回提
供されている。このファイルは全世界のデー
タであるため、320GB を上回る大容量ファイ
ルであり、特定の国や地域を分析するために
は前処理に膨大な時間を要する。したがって
本研究では、Planet.osm を基に国別に加工さ
れたデータを、GIS 上で集計可能な形式に変
換したものを用いるとともに、これらの地理
的統計やユーザー数の集計が可能になるス
クリプトを開発した。 
 OSM の地理空間データベースでは、スキー
マとしてノード（点）を基礎に、ウェイ（線）
およびエリア（面）で構成されている。2013
年時点での変換後のデータによれば、ノード
は約 8000 万、ウェイは約 600 万（道路の地
物属性が付与された総延長約 140 万 km で、
そのうち高速道路等の主要道路は約3万km）、
エリアは約 75 万（約 39 万 km2）で構成され



ている（図 1）。これらの地図データベースは、
OSM の定めるライセンス形態に適するもので
あるという前提のもと、個人によるGPSログ、
OSM での利用が許可されている航空・衛星写
真（主に Microsoft Bing や地理院地図タイ
ル）、さらには民間会社（主に Yahoo!Japan
社の旧アルプス地図データ）から提供された
データ等を用いてOSMの地図描画用アプリケ
ーションを介して入力されている。したがっ
て、地域によっては他の商用地図データベー
スと比して詳細に地物が入力される一方、ボ
ランティア的に入力されているデータであ
るため、要素の精度は不統一であり、地物の
属性を定める要素（タグ）の誤りも多いこと
が明らかとなった。また OSM では、登録ユー
ザーがいつどの地物を入力したかについて
データベース上に全て記録されている。日本
の OSM データは、集計結果から約 3000 以上
のユーザーによって作成されていることが
明らかとなった。また、日本における OSM 活
動は、東日本大震災における地図作成を 1つ
の契機として知られるようになった。したが
って、東北地方に関するデータ入力が積極的
に行われ、約 500 ユーザー（日本を編集した
ユーザーの約 2割）の参加が集計より明らか
となった。 
 

図 1 OSM 上にある高速道路データの一例 
 
 (2)OSM を中心とするマッピング活動の事例 
 OSMを用いた地域の復興支援や観光を目
的としたワークショップの代表例として、岩
手県大槌町・釜石市で実施されたものや石巻
市で開催されたものがあげられる。この取組
では、主に現地でのみ確認できる情報や地域
住民の地理的な知識が聞き取りされ、GPSロ
ガーと OSMへの入力に適した紙地図（Field 
Papers）を用いた情報収集と入力が行われた。
その結果、釜石市を中心とする震災後の詳細
なベースマップだけでなく、店舗再開日等の
属性情報の記述、さらには釜石市平田地区な
どに開設された仮設住宅などが新たに整備
された（図 2）ほか、石巻で活動する市民団
体から得られた通り名（横丁）や重要な観光

資源の一つである石ノ森章太郎作品のキャ
ラクタ像の位置、さらには図２に示した
Wheelmapに対応する車椅子で利用可能な
店舗情報などが入力された。 

図 2 平田地区仮設住宅の団地マッピング 

 
 このように復興支援に関する OSMを用い
た活動は、主に被災後の地理的状況を地理空
間情報としてアーカイブするクラウドソー
シング型の活動に加え、それぞれ現地でのフ
ィールドワークを伴うマッピングパーティ
を開催することで、被災地に居住する住民と
OSM ユーザーの協働による詳細な情報共有
へと至った。その結果、一般的な地図づくり
活動と比して遠隔地からも多くのユーザー
が参加することを可能にした。さらに、従来
の地図には記述されることのない住民のニ
ーズにも沿った様々な要素が Web 上に蓄
積・共有された。 
 
(3)地方自治体が整備するオープンデータの
動向 
 日本における地方自治体レベルのオープ
ンデータは、2010年末に福井県鯖江市が「デ
ータシティ鯖江」として活動を開始したこと
を契機に、2012年 7月会津若松市、2013年
8月静岡県、2013年 10月の横浜市・千葉市
における公開を代表に 2014 年以降全国各地
で急速に広まった。 2015年 8月末時点で各
自治体の Web ページを独自に調査した結果
によると、自治体数の合計は 161で、県単位
で 21（44.7%）、市町村単位で 116（6.7%）、
および政令指定都市の区単位で 26 がそれぞ
れ確認され、その数は現在でも増加している
（表 1）。オープンデータ化されたデータ数は
自治体規模や対象となるオープンデータの
内容によって様々であるが、同様に調査した
結果、総計 18,000 以上の存在が確認され、
位置情報有と分類できるデータは、約 5,000
件以上であることが明らかとなった。本調査
位置情報有の分類基準は、GISのデータ形式
や地図画像として提供されているものに加
え、CSVやエクセル形式であっても緯度経度
や市町村の行政界より細かな空間単位で場
所が特定できるような住所情報を有するデ
ータも対象となっている。 

種別
データ数
（リンク数）

総延長
(km )

平均距離
(m )

高速道路 34,396 30,550.27 888.2
進入路・ランプ 20,659 6,234.94 301.8
総計 55,055 36,785.20 668.2
※2016年3月12日時点



表 1 自治体規模別のオープンデータ整備状況 

 
 地方自治体において整備されているオー
プンデータの多くは、一般的には統計資料や
施設一覧といった表形式で提供されている
ものが多く、約 4割が CSVや XLS形式で提
供されている。地理空間情報については公共
施設の位置情報や、避難場所、AED の設置
場所、コミュニティバス停の位置情報が多く、
表形式や SHPや KMLといった GISデータ
として整備されているケースもある。また、
ハザードマップや被害想定図、観光マップと
いった地図データは GIS形式よりも PDFや
画像データとして提供されていることも多
い。また次節で触れるように先進的な自治体
の幾つかについては、都市計画現況図や航空
写真データ、森林簿、地番図といった統合型
GISで整備されてきたようなデータがオープ
ンデータとして整備されるケースも増えつ
つあることが明らかとなった。 
 
 以上の研究成果は、従来のトップダウン的
な地理空間情報の整備・共有からのパラダイ
ムシフトとして捉えられるボランタリー地
理情報の日本を中心とする整備状況を定量
的・定性的に把握し分析するという点で、既
往研究とは異なる手法を開発するとともに、
その状況を把握することができた。ボランタ
リー地理情報は OSMを中心にまさに日々リ
アルタイムで更新されており、定量的に把握
し続けることが重要であり、さらにはその精
度やデータの属性の分析にも及ぶべく研究
のさらなる展開を進めている。他方、トップ
ダウン型の地理空間情報もオープンデータ
の潮流と合わせて割合自体は少ないが利用
可能なデータとして増加しつつある。今後、
両方のデータが適切に流通し利用しやすく
なることによって、様々な社会ニーズに対応
しうる地理空間情報自体の意義が高まると
期待される。 
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